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自動車交通局関係予算内示要旨



自動車交通局関係予算内示総括表
（単位：百万円）

前年度予算額 内 示 額 対前年度倍率
(A) (B) (B/A)

１．地域の活性化・再生のための地域公共交通の実現 8,680 8,842 1.02
地方バス路線維持対策 7,133 7,350 1.03
公共交通移動円滑化事業 1,547 1,423 0.92
地域のニーズに応じたバス・乗合タクシーに係るバリアフリー車両の開発 - 59 -
地域における福祉タクシー等を活用した福祉輸送のあり方調査 - 10 -

２．安全対策の充実・強化 3,076 4,905 1.59
ＩＴ化等による自動車検査の高度化 762 2,637 3.46
先進安全自動車（ＡＳＶ）プロジェクトの推進 505 576 1.14
車両の安全対策 358 242 0.68
自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業 1,768 1,715 -
自動車運送事業者に対する効果的な監査の推進 96 103 1.07
貸切バス事業者の安全性等評価・公表制度の構築 - 15 -
トラック事業の安全対策リーディングモデル創出事業 - 30 -

３．環境対策の推進 2,796 2,890 1.03
低公害車普及促進対策 ※ 2,237 2,233 1.00 うち重点施策推進要望に係る施策 　１１２百万円

次世代低公害車開発・実用化促進事業 413 482 1.17 うち重点施策推進要望に係る施策　　 ９８百万円

燃料電池自動車実用化促進プロジェクト 66 64 0.97
新燃料の安全性・低公害性評価事業 31 31 1.00
トラック事業者の運行効率化支援による都市圏の環境改善 - 36 -
自動車分野のＣＯ２排出量評価プログラムの構築 49 44 0.90

４．自動車ユーザーの利便向上と交通事故被害者対策の充実 4,939 4,939 1.00
自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進 1,749 1,752 1.00
重度後遺障害者に対する介護料の支給 3,050 3,037 1.00
自賠責保険の支払いに係る紛争処理機関の業務体制の強化 140 150 1.07

19,491 21,576 1.11

※

備 考事 項

合 計

道路局との連携により、道路特定財源を活用。

（一部再掲）



自 動 車 交 通 行 政 主 要 施 策

内示額（前年度予算額）

単位：百万円

１．地域の活性化・再生のための地域公共交通の実現

○　地方バス路線維持対策

○　公共交通移動円滑化事業

○　地域のニーズに応じたバス・乗合タクシーに係るバリアフリー車両の開発

○　地域における福祉タクシー等を利用した福祉輸送のあり方調査 10 0)(      

1,423 1,547)(  

8,680)(  

  地域の活性化・再生に向けて、地域における生活交通を確保するとともに、安心し
て誰もが使える地域公共交通を実現するため、地方バス路線の維持対策、バス車両の
バリアフリー化、ＩＣカードシステムの導入、福祉タクシーの普及等地域公共交通の
活性化・再生を推進する。

8,842

7,350 7,133)(  

59 0)(      

公共交通移動円滑化事業

　関係者の協力の下、福祉車両の導入、共
同配車センターの設立等先進的な取組みに
対して国が地方公共団体と協調して補助。

福祉輸送普及促進モデル事業

ノンステップバスの導入 バス・鉄道相互の
共通ＩＣカードシステムの整備

　乗り継ぎ利便の向上に資する、バス・鉄道相
互のＩＣカードの導入について、センターシステ
ムの構築及び車載機の導入に対して、国が
地方公共団体と協調して補助。

ワンステップバスとノンステッ
プバスの車両価格の差額を
国と地方公共団体とが1/2づ
つ協調して補助

ノンステップバスの普及を拡大

地方の役割
その他のバス路線

自治体の判断により維持

国の役割
広域的・幹線的なバス路線
都道府県等と協調して支援

地方バス路線維持対策

地方公共団体に対する地方財政措置

＜地域協議会＞
　生活交通維持・確保方策を

協議・調整

ICカード

一定額の補助金を上乗せすることにより、
バス路線運営の効率化の向上を図る

経営改善を行っても補助金が減少するのみで、
コスト削減意欲が生じにくい

インセンティブ措置の導入

①事業者のコストが地域ブロック事業者の平均コスト
を下回っていること
②事業者の経営が前年度より改善していること
　（コストの減少又は収入の増加）

①及び②を満たした場合

路線維持合理化促進補助金の創設

＜要件＞



２．安全対策の充実・強化

○　ＩＴ化等による自動車検査の高度化

○　先進安全自動車（ＡＳＶ）プロジェクトの推進

○　車両の安全対策

○　自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業 (一部再掲）

○　自動車運送事業者に対する効果的な監査の推進

○　貸切バス事業者の安全性等評価・公表制度の構築

○　トラック事業の安全対策リーディングモデル創出事業

4,905 3,076)( 

　平成24年までに交通事故死者数を5,000人以下にするという政府目標の達成に向
け、自動車検査の高度化、先進安全自動車（ＡＳＶ）の普及、自動車運送事業者に
対する監査の充実等、ハード・ソフト一体となった安全対策の充実・強化を図る。
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　車両撮影、寸法測定

（新規検査時データの取得）

傾向分析

（検査データの分析）

検
査
デ
ー

タ

ブレーキ
サイドスリップ
ヘッドライト等

下回り検査

（継続検査時データの取得）

?

（継続検査や街頭検査時に活用）

ＩＴ化等による自動車検査の高度化

対応

（データの蓄積）

検査情報システム

①不正二次架装

②リコール隠し等
　の不正事案

③替玉受検等の
　不正受験

④指定工場の不
　正車検

課題

先進安全自動車（ＡＳＶ）の普及促進

先進安全自動車（ASV)について、交通事故削
減のため、大型車用衝突被害軽減ブレーキへ
の補助により、その普及を促進する。

ブレーキ作動

ミリ波レーダーがつねに前方の状況を検知。

ドライバーが前方の車両に気づかない場合は、音によりドライバーにブレーキ操作を行う
ように促す。

追突する若しくは追突の可能性が高いとコンピュータが判断すると、ブレーキを
作動。

●先行車両に近づく場合

ﾋﾟﾋﾟﾋﾟ!

先進安全自動車（ASV）プロジェクトの推進 トラック事業の安全対策リーディングモデル創出事業

安全対策リーディングモデル支援制度

複数事業者のアライ
アンスによる安全確
保対策

荷主との安全運行
パートナーシップの
取組

バートナーシップ

事業の継続・普及により安全対策の強化

トラックによる交通事故の高止まり



３．環境対策の推進

○　低公害車普及促進対策

○　次世代低公害車開発・実用化促進事業

○　燃料電池自動車実用化促進プロジェクト

○　新燃料の安全性・低公害性評価事業

○　トラック事業者の運行効率化支援による都市圏の環境改善

○　自動車分野のＣＯ２排出量評価プログラムの構築
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　京都議定書に定められた温室効果ガス６％削減の目標を達成するため、また、大
都市を中心に依然として厳しい状況にある大気汚染問題（ＮＯｘ・ＰＭ）に対応す
るため、低公害車の普及・開発の促進等を図る。

IPTハイブリッドバスを
活用した実証事業

低公害車の価格
低減による一層の
普及拡大

離陸効果

国
地方公共
団体等

バス・
トラック
事業者等

補助 補助

CNG自動車

NOx・PMの低減によ
る大気環境の改善

直接効果

低公害車の普及促進

次世代低公害車の開発・実用化の促進

○環境性能を格段に向上させた次世代のバス・トラック等を開発・試作し、技術的データ取得のための走行試験等を実施

ｼﾞﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ自動車
＜スーパークリーン

ディーゼルエンジン＞ＩＰＴハイブリッドバス ＜ＦＴＤ自動車＞＜ＬＮＧ自動車＞

○次世代低公害車であるＩＰＴハイブリッドバスを観光地での巡回バスに活用する実証事業を実施（平成20年度より）

●バス会社の声、走行データ等を得て、 技術的改良・基準整備を推進

■次世代低公害車の認知度向上と環境問題に対する意識高揚

次世代低公害車

モーター
エンジン

整流

エアコ バッテバッテ

バッテバッテ

バッテバッテリ

バッテバッテリ

外部電源

ＩＰＴハイブリッドバス

先駆的実証モデル事業

■観光振興と地域活性化 ■貴重な自然環境の保全

ハイブリッド自動車

ＣＮＧ車普及促進モデル試行運行実験事業

　 モデル地域の指定に向け取り組んでいる地域に対
し、ＣＮＧ車の試行運行実験を支援しモデル地域を
一層拡大

○補助内容
・試行運行実験に必要な車両導入費
・ＣＮＧ車の展示会など広告宣伝費等
○補助率：１／２

ＣＮＧ車の本格的普及

など地方公共団体 ガス事業者 運送事業者 運輸局

国の支援

エアコン



４．自動車ユーザーの利便向上と交通事故被害者対策の充実

○　自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進

○　重度後遺障害者に対する介護料の支給

○　自賠責保険の支払いに係る紛争処理機関の業務体制の強化

　自動車ユーザーの利便性向上を図るため、自動車保有関係手続きのワンス
トップサービス化を推進する。
　また、交通事故による重度後遺障害者への支援や自賠責保険の支払いに係る
紛争を公正かつ的確に処理するための体制の強化を行い、被害者救済対策の充
実を図る。

1,752 1,749)(  

3,037 3,050)(  

150 140)(    

4,939 4,939)(  

電子決済

警察署

運輸支局

都道府県税
事務所

行政機関

自動車検査証・ナンバープレートなどの交付

自賠責保険

本人等

ワンストップ

サービス・システム

購入者

認証機関認証機関

個人・法人認証等

車庫証明

自動車税・

取得税納付

保険会社等

検査・登録、

重量税確認

購入

（認証登録）

販売店

金融機関金融機関
メーカー

完成検査終了証

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

申請・

納税等

ＩＣカード等
（電子証明書）

電子証明書発行申請
秘密鍵
の生成

市区町村等

民間機関

納車

自賠責保険

ワンストップサービス化のイメージ


